別記１
小規模用消防計画
	作　　成　　す　　る　　内　　容
	作成チェック

	目的と適用範囲
	

	防火管理者
	

	自衛消防組織の編成及び任務等
	

	火災予防上の自主点検
	

	従業員の守るべき事項
	

	放火防止対策
	

	防火対象物及び消防用設備等の点検
	

	地震対策
	

	工事における安全対策
	

	消防機関への連絡・報告
	

	統括防火管理者への報告
	

	防火管理業務の一部委託〔　該当　・　非該当　〕
	

	防災教育
	

	訓練
	

	その他防火管理上必要な事項
	


（備考）１　作成チェックは、消防計画の作成者が、自己の事業所の消防計画の作成
　　　　　にあたり、必要項目を確認し作成したものについて「✔」印でチェックし
て下さい。
　　　　２　〔該当・非該当〕の欄は、どちらかを○で囲んで下さい。
（　　　　　　）消防計画（例）

作成日　　　年　　月　　日
改　正　　　年　　月　　日
（目的と適用範囲）
第１　この計画は、火災等の予防と人命の安全及び被害の軽減を図ることを目的とし、
この計画で定めたことは、管理権限の及ぶ（　　　　　）に勤務等し、ここに出
入りするすべての者が守らなければならない。
（防火管理者）
第２　防火管理者は、（　　　　　　）とする。
第３　防火管理者は、防火対象物の管理権原者の指示と当該消防計画に定める内容に
基づき、業務を実施する。
第４　防火管理者は、この計画の作成及び実施についてのすべての権限を持ち、次の
業務を行うものとする。
（1） 消防計画の作成（変更）
（2） 消火、通報及び避難誘導などの訓練の実施
（3） 建築物、火気使用設備器具、危険物施設等の点検検査の実施及び監督
（4） 消防用設備等の法定点検及びその立会い
（5） 火気の使用又は取扱に関する指導、監督
（6） 防火担当責任者に対する指導、監督
（7） 収容人員の管理
（8） 避難経路図の掲示（各部屋）
（9） 管理権原者に対する提案及び報告
（10） 建物全体についての消防計画に定める事項の遵守
（11） 統括防火管理者指示事項の遵守及び報告
（12） その他防火管理上必要な業務
（自衛消防組織の編成及び任務等）
第５　自衛消防組織の編成及び任務については、次に定めるとおりとする。
　自衛消防隊長（　　地区隊長　　）○○　○○


　　　　　通報連絡担当（　　　　　　　　）（　　　　　　　　）
（1） 非常ベルを鳴らす。
（2） １１９番に通報する。
（3） 到着した消防隊への情報提供及び関係先への連絡に当たる。
　　　　　初期消火担当（　　　　　　　　）（　　　　　　　　）
（1） 水バケツ、消火器等を使用し、初期消火する。
（2） 天井に燃え移ったら初期消火は、中止して避難する。
　　　　　避難誘導担当（　　　　　　　　）（　　　　　　　　）
（1） 避難口を開放し、避難経路図に従い、避難誘導にあたる。
（2） 避難誘導は、大声で簡潔に行いパニック防止に全力をあげる。
　　　　　応急救護担当（　　　　　　　　　）（　　　　　　　　）
（1） 負傷者に対する応急処置
（2） 救急隊との連携、情報の提供
（3） 負傷者の氏名、負傷程度の記録
（火災予防上の自主点検）
第６　火災予防上の自主検査は、別表１、別表２に基づき実施し、不備欠陥事項の改
修は、全体についての消防計画に基づく責任範囲により管理権原者が行う。
	検査対象
	検査実施日
	検査実施者
	その他必要事項

	別表１
	毎日終業時
	
	

	別表２
	４月、１０月
	
	


（従業員等の守るべき事項）
第７　従業員等は、次に掲げる事項について厳守しなければならない。
（1） 避難口、階段、避難通路等には避難障害となる物を設けたり、置かないこと。
（2） 防火戸の付近には、常に閉鎖の障害となる物品を置かないこと。
（3） 喫煙は、指定された場所で行うこと。
（4） 火気設備器具の周囲は、整理整頓し、可燃物に接近して使用しない。
（放火防止対策）
第８　放火防止対策として、次の事項について特に注意しなければならない。
（1） 建物の外周部及び敷地内にはダンボール等の可燃物を放置しない。
（2） 倉庫、書庫等は施錠する。
（3） 終業時には、必ず施錠する。
（4） 挙動不審者を見かけたら、防火管理者に報告する。
（5） ゴミは、ゴミ収集日の朝まで集積場には出さない。
（防火対象物及び消防用設備等の点検）
第９　消防用設備等の法定点検は、定められた期間内に定期的に実施しなければなら
ない。
（1） 点検結果は、防火管理者が管理権原者に報告し、不備については改修計画を
樹立し整備する。
（2） 点検結果の記録は「防火管理維持台帳」に綴じて、保存する。
（3） 点検時以外で、不備を発見した場合は、予算措置し、改修する。
（4） 消防用設備等の点検は、建物所有者側が実施する。
（地震対策）
第１０　防火管理者は、地震時の災害を防止するため次の事項について行い、また従業
員等に指導を行うものとする。
（1） 地震に備え非常用物品等を確保し、点検整備を実施する。
（2） 工作物の落下防止及び避難通路に物品が転倒落下し、避難に支障を生ずるお
それがないか日頃から確認する。
（3） 地震時、従業員等に対し火気設備器具等の使用を禁止するよう指導する。
（4） 地震時の活動は、第５に定める自衛消防隊長を中心として活動するように努
め、日頃から避難経路、身体の安全確保、要救助者の救出方法等について確認
をする。
（工事における安全対策）
第１１　防火管理者は、模様替え等の工事を行う場合、工事の安全対策を樹立するため
に、工事人に対し工事計画書を事前に提出させ次の各号に掲げる指示を行うこと。
（1） 工事人に対して、指定された場所以外では喫煙及び裸火の取扱いをさせない
こと。
（2） 工事人に対して、火気管理の責任者を作業場所ごとに指定し、提示させるこ
と。
（3） 溶接、その他の火気等を使用する工事を行う場合は、消火器等の準備をさせ
ること。
（4） 危険物を使用する場合は、その都度防火管理者の承認を受けること。
（5） 放火を防止するために、資機材の整理、整頓をさせること。
（消防機関への連絡・報告）
第１２　防火管理者は、次の業務について消防機関への報告、届出並びに連絡を行うも
のとする。
（1） 消防計画の作成（変更）
（2） 建屋、諸設備の設置又は変更の事前連絡並びに法令に基づく届出
（3） 消防用設備等の点検結果の報告 （※建物所有者が報告）
（4） 教育訓練指導の要請
（5） その他法令に基づく報告並びに防火管理上についての必要事項
（統括防火管理者への報告）
第13　防火管理者は、防火管理業務について協議された事項を統括防火管理者に報告
すること。
（防火管理業務の一部委託）〔　該当・非該当　〕
第14　防火管理業務の一部を、別表３のとおりに委託する。
（防災教育）
２　防火管理者は、従業員及び新入社員に年２回定期的に防災教育を行うものとす
る。
第15　統括防火管理者が全体で実施する防災教育に参加する。
（訓練）
第16　防火管理者は、次により消防訓練を実施する。
防火管理者は、次表により計画的に消防訓練を実施するものとする。
	訓練の種別
	実施時期

	総合訓練
	消火・通報・避難誘導を連携して行う訓練
全体として実施される総合訓練に参加する。
	· 月　○　月

	部分訓練
	消火・通報・避難誘導を個別に行う訓練
	· 月　○　月


２　訓練を実施する場合は、事前に消防機関に連絡する。
（その他防火管理上必要な事項）
第17　緊急時は、連絡網に従い速やかな対応をしなければならない。
　　　
附　則
　この計画は、　　　年　　月　　日から施行する。
別表１
　　　　自主検査票(日常)　　　　月　　　　　　　　　　　　検査実施者
	日
	曜　日
	検査項目

	
	
	避難通路
等の物品
の有無
	ガス器具のホースの老化･損傷
	電気器具の
配線老化・
損傷
	火気設備器
具の異常の有
無
	吸殻の処理
	倉庫等の施錠
確認

	終業時の火気の確
認
	その他(トイレ内の可燃物の確認
)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


備考　検査を実施、良の場合は○を、不備欠陥のある場合は×を、即時改修した場合は△を付してください。なお、不備・欠陥がある場合には、直ちに防火管理者に報告すること。
防火管理者確認　　　　　　　　　　印
別表２
自主検査票（定期）
	実施項目及び確認箇所
	確認結果

	建物構造
	(１)　柱・はり・　　　コンクリートに欠損・ひび割れ・脱落・風化等はな壁・床　　　　　　いか。
	

	
	(２)　天井　　　　　　仕上げ材に、はく落・落下のおそれのあるたるみ・ひび割れ等はないか。
	

	
	(３)　窓枠・サッシ　　窓枠・サッシ等には、ガラス等の落下、又は枠自体
　・ガラス　　　　　・ガラス　　　　　のはずれのおそれのある腐食はないか。
	

	
	(４)　外壁・ひさし　　貼石・タイル・モルタル等の仕上材に、はく落・落
パラペット　　　　下のおそれのあるひび割れ・浮き上り等が生じていないか。
	

	避難施設
	(１)　避難経路　　　①避難経路の幅員が確保されているか。
　　　　　　　　　②避難上支障となる物品を置いていないか。
	

	
	(２)　階段　　　　　①階段室に物品が置かれていないか。
	

	
	(３)　階段階の　　　①扉の開放方向は避難上支障がないか。
避難口　　　　　②避難階段等に通ずる出入口の幅は適切か。
　　　　　　　　③避難階段等に通ずる出入口・屋外への出入口付近に物品その他の障害物はないか。
	

	火気設備器具
	(1)  厨房設備、　　①可燃物品からの保有距離は適正か。
　　　　　　　　②異常燃焼時に安全装置は適正に機能するか。                 
　　　　　　　　③燃焼器具の周辺部に炭化しているところはないか。
	

	
	(２)　ガスストーブ、①自動消火装置は適正に機能するか。
　石油ストーブ　　②火気周囲は整理整頓されているか。
	

	電気設備
	電気器具　　　　　①コードに亀裂、老化、損傷はないか。
　　　　　　　　　②タコ足の接続を行っていないか。
③許容電流の範囲内で電気器具を適正に使用していないか。
	

	その他
	危険物　　　　　　①容器の転倒、落下防止はしてあるか。
　　　　　　　　　②危険物の漏れ、あふれ、飛散はないか。
　　　　　　　　　③整理掃除状況は適正か。

	

	検　査　実　施　者　氏　名
	検　査　実　施　日
	防火管理者確認

	
	
	


備考　検査を実施し、良の場合は○を、不備・欠陥のある場合は×を、即時改修した場合は△を付してください。
　　　なお、不備・欠陥がある場合には、直ちに防火管理者に報告するものとします。

別表３　
防火管理業務の一部委託状況表　　　（　　　　年　　月　　日現在）
	防火対象物名称
	
	再受託者の有無

	管理権原者氏名
	
	□　無し
□　一部有り
□　全部

	防火管理者氏名
	
	

	受託者の氏名及び住所等（法人にあっては名称及び主たる事務所の所在地）

	
	受託者が再委託する場合

	氏名（名称）
住所（所在地）
電話番号
担当事務所
電話番号
（教育担当者講習修了者氏名）
（講習修了証番号）
（教育計画）
	月と　月に実施する。
	

	受託者の行う防火管理業務の範囲及び方法
	常駐方式
	範囲
	□火気使用箇所の点検監視業務
□避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理
□火災が発生した場合の初動措置
　□初期消火　□通報連絡　□避難誘導
　□その他（　　　　　　　　　　　）
□周囲の可燃物の管理
□その他（　　　　　　　　　　　　）
	□同左
□同左
□同左
□初期消火　□通報連絡　□避難誘導
□その他（　　　）
□同左
□その他

	
	
	方法
	常駐場所
常駐人員
委託する防火対象物の範囲
委託する時間帯
	
	

	
	巡回方式
	範囲
	□巡回による火気使用箇所の点検等監視業務
□火災が発生した場合の初動措置
□初期消火　　
　□通報連絡
　□その他（　　　　　）
□その他（　　　　　　　　）
	□同左
□同左
□初期消火　　　　
□通報連絡　
□その他（　　　）
□その他（　　　）

	
	
	方法
	巡回回数
巡回人員
委託する防火対象物の区域
委託する時間帯
	
	

	
	遠隔移報方式
	範囲
	□火災異常の遠隔監視及び現場確認業務
□火災が発生した場合の初動措置
　□初期消火　　
　□通報連絡
　□その他（　　　　　）
□その他（　　　　　　　　）
	□同左
□同左
□初期消火　　　　
□通報連絡　
□その他（　　　）
□その他（　　　）

	
	
	方法
	現場確認要員の待機場所
到着所要時間
委託する防火対象物の区域
委託する時間帯
	
	


備考　受託者の行う防火管理業務の範囲については、該当する項目の□に✔印を付すること。
※作成例ですので、場合により内容の変更、不要な部分を削除して下さい。


　　　の部分は、統括防火管理義務対象物に該当する場合に定める項目です。
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